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介護保険財政



社会保障給付費

年度 医療（億円) 介護（億円） 介護/医療(%)
2001 268570 41563 15.5
2002 265087 47053 17.7
2003 268430 51559 19.2
2004 273612 56167 20.5
2005 283985 58701 20.7
2006 289413 60492 20.9
2007 298191 63584 21.3
2008 304560 66513 21.8
2009 316647 71192 22.5
2010 331700 75082 22.6
2011 343136 78881 23.0
2012 348793 83965 24.1
2013 356151 87879 24.7
2014 363257 91896 25.3
2015 377107 94049 24.9

2015/2001 1.4倍 2.3倍
2015/2005 1.3倍 1.6倍

出典：平成27年度社会保障費用統計（国立社会保障・人口問題研究所）

〇介護費は医療費より少額であるが、増
加率は介護費の方が大きい。

〇2001年と2015年を比較すると医療費は
1.4倍、介護費は2.3倍

〇介護保険は新しい制度なので急増した
と考えられるので、2005年と2015年
を比較すると医療費は1.3倍、介護費は
1.6倍

〇介護費/医療費の値は2005年の21％か
ら2015年は25％に上昇



診療報酬改定率と国民医療費増加率

年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

国民医療費増加率(%) 0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2 1.8 3.8 -0.4

診療報酬改定率(%) -3.16 -0.82 0.19 0.00 0.10※ -1.03

※消費税引き上げ含む

医療費の自然増：2000年～2011年⇒約3％ 2012年以降⇒約2％

2015年⇒3.8％（高額薬剤の上市）2016年⇒‐0.4％（高額薬剤への薬価対策を含むマイナス改定）
2015年、2016年平均⇒1.7％

介護報酬改定率と介護費増加率

年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

介護費増加率(%) -0.2 4.9 4.2 7.3 4.8 5.4 6.5 4.6 4.6 2.3

介護報酬改定率(%) -1.45 3.00 1.20 0.63 -2.27

介護費の自然増 ４％～5％

出典：国立社会保障・人口問題研究所 社会保障給付費より



年齢区分ごとの1人当たり医療費および介護費 2014年

年齢区分 1人当たり医療費(a) 年齢区分 1人当たり介護費(b)

65-69歳 48.4万円 65-69歳 3.7万円
70-74歳 63.5万円（＋15.1） 70-74歳 7.7万円 (+4.0)
75-79歳 78.5万円（＋15.0） 75-79歳 17.8万円 (+10.1)
80-84歳 92.6万円（＋14.1） 80-84歳 41.3万円 (+23.5)
85歳- 104.8万円 (+12.2） 85-89歳 83.6万円 (+42.3)

90-94歳 145.3万円 (+61.7)
95歳- 214.2万円 (+68.9)

1人当たり平均医療費 1人当たり介護費

前期高齢者 55.4万円① 前期高齢者 5.5万円①

後期高齢者 90.7万円② 後期高齢者 53.2万円②

②/① 1.6倍 ②/① 9.7倍

財政制度等審議会 参考資料「社会保障について」（平成３０年４月１１日）を加筆修正

年齢区分 (b)/(a)

65-69歳 8%
70-74歳 12%
75-79歳 23%
80-84歳 45%

〇年齢区分ごとに「1人当たりの医療費
と「1人当たり介護費」を比較すると、
年齢の上昇に伴う費用の増加率は介護費
の方が医療費より大きい。

※1人当たり」は年齢区分ごとの医療費、
介護費をその年齢区分の人口で除した値

〇介護費の方が医療費より長寿化の影響
を受ける。



年齢別人口に占める介護サービス受給者（10月審査分）の割合

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 総数

65-69歳 0.43% 0.48% 0.32% 0.26% 0.23% 1.72%

70-74歳 0.93% 0.96% 0.68% 0.54% 0.46% 3.56%

75-79歳 2.11% 1.93% 1.35% 1.12% 0.90% 7.42%

80-84歳 4.96% 4.27% 3.03% 2.53% 1.95% 16.74%

85-89歳 9.25% 8.31% 6.29% 5.44% 4.03% 33.31%

90-94歳 12.25% 12.92% 11.16% 10.62% 7.71% 54.60%

95歳- 10.91% 15.37% 17.15% 20.27% 15.37% 79.06%

出典：介護給付費実態調査

〇85歳以上になると重度（要介護３，４，５）の受給者の割合が大きく上昇する



〇後期高齢者（75歳
以上）2030年頃を
ピークに、その後は
微増
〇前期高齢者（65-74
歳）2016年をピーク
に減少
〇64歳以下：減少
〇75歳以上人口の割
合は上昇しつづける

〇日本の高齢化の課
題は①後期高齢者が
増加すること、②現
役世代が減少するこ
と。





年齢（高齢者）区分別人口推計：2015年人口との差 （単位：1,000人）
総数 70-79歳 80-89歳 90-99歳 100歳‐ 団塊世代の年齢 団塊ジュニア

世代の年齢
2015年 0 0 0 0 0 66-68歳 41-44歳
2020年 -1001 2289 1132 767 29 71-73歳 46-49歳
2025年 -2733 2299 2293 1500 92 76-78歳 51-54歳
2030年 -5228 15 4260 2053 172 81-83歳 56-59歳
2035年 -8370 -565 4296 2699 257 86-88歳 61-64歳
2040年 -11989 389 2683 3826 330 91-93歳 66-69歳
2045年 -15818 1957 2469 3768 425 96-98歳 71-74歳

出所：国立社会保障・人口問題研究所推計

年齢（高齢者）区分別人口推計
（単位1,000人）

総数 70-79歳 80-89歳 90-99歳 100歳- 団塊世代の年齢 団塊ジュニア
世代の年齢

2015年 127095 14140 8183 1724 62 66-68歳 41-44歳
2020年 126094 16429 9315 2491 91 71-73歳 46-49歳
2025年 124362 16439 10476 3224 154 76-78歳 51-54歳
2030年 121867 14155 12443 3777 234 81-83歳 56-59歳
2035年 118725 13575 12479 4423 319 86-88歳 61-64歳
2040年 115106 14529 10866 5550 392 91-93歳 66-69歳
2045年 111277 16097 10652 5492 487 96-98歳 71-74歳

出所：国立社会保障・人口問題研究所推計

〇団塊の世代（1947年－
1949年生まれ）は後期高齢
者の中で年齢を重ねていく。

〇団塊ジュニア世代（1971
年－1974年生まれ）は2045
年に70歳代になる。



要介護認定者数等の見通し（性・年齢階級別の認定率等が現状のまま変わらないとした場合）

（資料）「人口推計」（総務省）、「介護給付費実態調査（平成26年10月審査分）」（厚生労働省）、「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

厚生労働省作成

10

要介護認定者数（万人） 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
要介護3.4.5 A 224 267 307 343 373 394 401 398 405 421
要介護1.2 B 226 264 297 326 348 355 352 353 365 373
A/B 0.99 1.01 1.03 1.05 1.07 1.11 1.14 1.13 1.11 1.13
80歳以上人口（万人） 997 1131 1275 1492 1536 1476 1449 1498 1635 1647

長寿化により重度の要介
護者の割合が増加する



将来推計の計算式について

○人口
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））

○経済
内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月）等

将来推計の計算方法は、以下のとおり。
① 将来の利用者数の算出

年齢階級別にみた人口あたりの利用率が、将来も現在と変わらないと仮定して計算。具体的には、将来
推計人口に、現在の利用率を乗じて計算している。ただし、計算は、要介護度別、サービス別に行っている。

計算の前提

計算の方法

② 将来の介護費の算出

介護費は、利用者数とその利用単価の積であると考えて計算。利用者数は上述の①のとおり。利用単価
については、現在の単価から経済成長に伴って伸びると仮定。計算は、サービス別に行っている。

利用者数
要介護度別
サービス別

将来推計人口
現在の利用率

要介護度別
サービス別

＝ ×

介護費
サービス別

利用者数
現在の単価

＝ × サービス別

伸び率
× 経済成長に

伴う伸び

（2040年度）
約750万人

（2040年度）
65～69歳 910万人
70～74歳 770万人

（2018年度）
65～69歳の特養利用率 0.1％
70～74歳の特養利用率 0.3％・

・
・

・
・
・

※ 要介護度１の人が○％、２の人
が△％というように、要介護度別
に計算している。

（2040年度）
約25.8兆円

（2040年度）
約750万人

（22年間（2018～2040年度））
約1.5倍

※ 賃金上昇率や物価上昇
率の伸びを踏まえて計算。

（2018年度）
特養（要介護５） 30.6万円／月
老健（要介護５） 33.8万円／月・

・
・

例 ⇒

例 ⇒ 厚生労働省作成



「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（議論の素材）平成30年5月21日

2040年度/2018年度

介護費 2.41倍
医療費 1.70倍



社会保障審議会介護保険部会（第74回）平成30年7月26日 提出資料





介護保険財政の課題

後期高齢者の増加に伴う医療費以上の介護費の増加をどのように負担するか。



介護マンパワー



介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



〇有効求人倍率は介護分野と
全産業がパラレルに動いて
いる。景気の上昇に伴い他
分野に人材が吸収される。

〇医師や看護師には見られな
い傾向

〇①給与水準が高くない、
②非正規労働が多い
これらが理由か？

介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



75歳以上人口の増加倍率と介護職の有効求人倍率

人口倍率順位 都道府県
75歳以上人口（万人） 介護職有効求人

倍率2010年 2025年 倍率

１位 埼玉 58.9 117.7 2.00倍 3.27倍

2位 千葉 56.3 108.2 1.92倍 3.49倍

3位 神奈川 79.4 148.5 1.87倍 3.54倍

4位 大阪 84.3 152.8 1.81倍 4.21倍

5位 愛知 66.0 116.6 1.77倍 5.30倍

6位 東京 123.4 197.7 1.60倍 5.40倍

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

45位 鹿児島 25.4 29.5 1.16倍 1.97倍

46位 島根 11.9 13.7 1.15倍 2.13倍

47位 山形 18.1 20.7 1.15倍 2.28倍

全国 1419.4 2178.6 1.53倍 3.15倍

〇絶対的な介護職不足に
加え、大都市周辺で後期
高齢者が増加し、介護需
要は増加するが、都市部
での介護職は不足してい
る。この偏在問題をどう
解決するか。
（医師偏在問題対策と比
較すると不十分？）

「介護分野の最近の動向等について」社会保障審議会 介護保険部会（第74回） 資料（平成30年7月26日）より作成



介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（議論の素材）平成30年5月21日

介護・医療に従事する就業者数/全就業者数

2018年度2025年度2040年度

介護 5.1% 6.3% 8.9%

医療 4.7% 5.1% 5.8%



介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



＋外国人

介護人材確保対策（参考資料）介護給付費分科会第145回（H29.8.23）参考資料２



機能分化

厚生労働省：平成30年度介護報酬改定の主な事項について



介護マンパワーの課題

介護需要の増加に対して、

①介護職の総数をどのように増やすか。

②介護職の地域偏在をどのように解消するか。
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